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2024年度ハイライト
トピックス

高校生のための
消費者講座開催

家族参加型イベントを各地で開催

6月

とことん！
生活応援定期預金発売開始

9月

第１回
中国ろうきんロールプレイング決勝大会

10月

第21回中国ろうきん杯学童軟式野球選手権大会決勝大会の開催
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2024年度業績の概要

1.会員・間接構成員・出資金
■ ‌�団体会員数は、新規加入15会員に対して、組織統合や企業閉鎖等による脱退が115会員で100会員減少し、3,285会員
となりました。

■ ‌�間接構成員数は、318人減少し、601,798人となりました。
■ ‌�出資金は、脱退会員による出資の払戻しにより4百万円減少し、69億64百万円となりました。

（単位：会員）《団体会員数》　

2024年度

3,285

2022年度 2023年度

3,486 3,385

（単位：人）《間接構成員数》

2024年度

601,798

2022年度 2023年度

605,617 602,116

2.預金・貸出金
■ ‌�預金は、年間増加計画100億円に対し、3億42百万円の減少となり、期末残高は１兆3,019億円となりました。
　 ‌�実績の内訳は、個人預金が73億円の減少、団体預金が77億円の増加となりました。
■ ‌�貸出金は、年間増加計画209億20百万円に対し、342億67百万円の増加となり、期末残高は8,846億円となりました。
　 ‌�内訳は、有担保ローン（個人）が258億円、自動車購入資金や生活資金等の融資を対象とした無担保ローン（個人）は46億
円の増加、団体融資やその他のローンは9億円の増加となりました。

（単位：百万円）《預金》

2024年度

1,301,960

2022年度 2023年度

1,304,328 1,302,302

（単位：百万円）《貸出金》

2024年度

884,640

2022年度 2023年度

829,910
850,373
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3.収支の状況
■ ‌�経常収益は、資金運用収益が増加し、181億5百万円（前期比＋5億81百万円）となりました。経常費用は、資金調達費用が
増加したことにより157億76百万円（前期比＋10億3百万円）となりました。その結果、経常利益は23億28百万円（前期比
▲4億21百万円）、当期純利益は17億60百万円（前期比▲2億20百万円）となりました。

（単位：百万円）《経常利益》

2024年度2022年度 2023年度

2,328
2,649 2,750

1,760
1,950 1,980

（単位：百万円）《当期純利益》

2024年度2022年度 2023年度

4.自己資本の状況
■ ‌�自己資本比率は、9.10％となり、国内基準である4.00％
を大きく上回っています。

（注）‌�当金庫は、「労働金庫法第94条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基
づき、労働金庫及び労働金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の
状況が適当であるかどうかを判断するための基準の一部を改正する件（令和6年1月31
日金融庁・厚生労働省告示第1号）」（以下、「自己資本比率告示」といいます。）に基づき、
自己資本比率を算定しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。
また、「労働金庫法施行規則第114条第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実
の状況等について金融庁長官及び厚生労働大臣が別に定める事項の一部を改正する件
（令和6年1月31日金融庁・厚生労働省告示第2号）」（以下、「第3の柱告示」といいます。）
に基づき、自己資本比率に関わる開示を行っております。

（単位：％）《自己資本比率》

2024年度2022年度 2023年度

国内基準
4.00

9.10
8.34 8.38

5.主要な事業の状況を示す指標
（単位：百万円）

（注1）貸借対照表関係の項目については、各年度の期末残高を記載しています。
（注2）‌�当金庫は自己資本比率告示により、自己資本比率を算定しています。

‌�　この告示は2013年3月8日に改正され、2014年3月31日から改正後の告示を適用しています。
　また、当金庫は国内基準を採用しています。

（注3）「業務純益」とは、「業務粗利益」から、「貸倒引当金純繰入額」および「経費」を控除したもので、金融機関の基本的な業務の成果を示すといわれる利益指標です。

項　目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
経常収益 17,270 17,379 17,600 17,523 18,105
経常利益 2,892 2,918 2,649 2,750 2,328
当期純利益 2,105 2,139 1,950 1,980 1,760
業務純益 3,061 2,855 2,427 2,821 2,155
純資産額 59,301 60,733 61,865 63,361 62,779
総資産額 1,362,167 1,392,160 1,387,127 1,388,280 1,385,601
預金積金残高 1,221,502 1,269,064 1,293,208 1,290,982 1,283,140
貸出金残高 792,518 816,967 829,910 850,373 884,640
有価証券残高 92,387 101,735 108,395 120,876 132,404
出資総額 6,988 6,978 6,976 6,969 6,964
出資総口数（口） 6,988,626 6,978,526 6,976,557 6,969,362 6,964,385
出資に対する配当金 139 139 139 139 139
事業の利用分量に対する配当金 99 169 169 169 169
職員数（人） 532 528 521 527 520
単体自己資本比率（％） 8.22 8.23 8.34 8.38 9.10
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2024年度ろうきん運動推進表彰
　「ろうきん運動推進表彰制度」は、営業店推進委員会と会員が一体となった推進展開を強化し、ろうきん運動の活性化と発展
に資することを目的としています。
　２０２4年度は、預金・融資取引やろうきん運動の拡大で貢献度の高い営業店推進委員会および会員を右記のとおり選定いた
しました。営業店推進委員会、会員のみなさまのご協力に感謝を申しあげるとともに、ろうきん運動のより一層の推進強化を
図っていただきますよう、よろしくお願い申しあげます。

　営業店推進委員会部門、会員推進部門、ろうきん友の会部門の３部門とし、営業店推進委員会部門は10推進委員
会を、会員推進部門は店舗区分の大規模店（１３店）３会員、中規模店（１２店）２会員、小規模店（１３店）１会員（計７６会
員）を、ろうきん友の会部門は項目別に１会員を選定し表彰します。

　営業店推進委員会部門は全営業店推進委員会、会員推進部門は全会員、ろうきん友の会部門は全地区ろうきん
友の会を対象とします。

（１）営業店推進委員会部門
　営業店での推進にかかる項目を選定して表彰基準とします。ただし、項目については、年度ごとに見直しを行います。
なお、2024年度の選定項目は次の9項目とし評価総合点により上位10位までの営業店推進委員会を表彰すること
としておりましたが、全項目を達成した営業店推進委員会が15推進委員会あり、すべての推進委員会を表彰します。

◦無担保融資（証書貸付）新規実行額目標達成率
◦個人型確定拠出年金（iDeCo）新規契約・投資信託新規買付人数目標達成率
◦積立性預金新規契約件数目標達成率
◦給与振込指定者目標達成率
◦会員推進委員会の設置
◦推進委員会ニュースの発行
◦推進委員会（役員）との帯同による会員オルグ
◦推進委員会（店全体会議）参加率向上
◦他社ローン借換件数目標達成率

（２）会員推進部門
　預金・融資の利用拡大のほか、｢一時金預金運動｣・「助け合いプラン『安心パック』」・｢積立性預金の取組み｣・「家計
の見直し運動」・「若年層の取組み」・｢退職金受入の取組み｣・「確定拠出年金の取組み」・「店独自取組み」等において顕
著な取組みがあった会員を表彰対象とし、営業店推進委員会または営業店推進幹事会の推薦会員を表彰します。

（３）ろうきん友の会部門
　営業店での友の会活動推進にかかる項目を選定して表彰基準とします。ただし、項目については、年度ごとに見直
しを行います。なお、2024年度の選定項目は次の2項目とし、それぞれ1位の地区友の会を中国ろうきん友の会の確
認のもと表彰します。

◦個人預金会員増加率（前年度末の預金残高からの増加率）
◦公的年金受給口座指定者数増加率（前年度末の口座指定者数割合の増加率）

ろうきん運動推進表彰制度の内容

対象会員

表彰基準
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―　営業店推進委員会部門　―
営業店 推進委員会名

浜 田 浜田支店推進委員会
益 田 益田支店推進委員会
岡 山 岡山支店推進委員会
玉 野 玉野支店推進委員会
岡 山 西 岡山西支店推進委員会
倉 敷 倉敷支店推進委員会
備 中 備中支店推進委員会
水 島 水島支店推進委員会

―　会員推進部門　―
営業店 会員名

鳥 取 西日本旅客鉄道労働組合鳥取支部
鳥 取 プロテリアル労働組合鳥取支部
鳥 取 ＤＳＫユニオン
倉 吉 北栄町職員労働組合
倉 吉 鳥取中部ふるさと広域連合職員共済組合
米 子 王子製紙新労働組合米子支部
米 子 中国電力労働組合米子支部
米 子 伯耆町職員労働組合
松 江 隠岐の島町職員組合
松 江 島根マツダ労働組合
松 江 松江電装労働組合
安 来 安来製作所労働組合
出 雲 ダイハツメタル労働組合
出 雲 大田市職員連合労働組合
浜 田 邑南町職員連合労働組合
益 田 中電工労組益田分会
雲 南 三刀屋金属労働組合
岡 山 両備バス労働組合
岡 山 東 全印刷局労働組合岡山支部
岡 山 東 オールヨータイ労働組合
玉 野 三井Ｅ＆Ｓ労働組合連合会岡山地方支部
岡 山 西 ＪＡＭヤンマーアグリ労働組合岡山支部
岡 山 西 トヨタホーム岡山労働組合
岡 山 西 ＦＵＪＩユニオン岡山事務所
倉 敷 倉敷化工労働組合
倉 敷 水菱プラスチック労働組合
倉 敷 日の出運輸労働組合
津 山 全日本自治団体岡山県職員労働組合津山支部
津 山 ジェイエスティ電子工業（株）従業員組合
備 中 アステアユニオン
水 島 三菱ケミカルハイテクニカ水島労働組合
水 島 倉敷医療生活協同組合労働組合
水 島 ＪＦＥ条鋼労働組合水島支部
本 店 営 業 部 私鉄中国地方労働組合広島バス支部
本 店 営 業 部 シンコー労働組合
本 店 営 業 部 全イズミ労働組合
三 次 ＮＳウエスト労働組合
三 次 自治労庄原市職員労働組合

営業店 会員名
広 島 東 マツダ労働組合
広 島 東 日本製鋼所労働組合広島支部
広 島 東 キーレックス労働組合
大 竹 自治労はつかいちユニオン

呉 クレトイシ労働組合
呉 ジャパンマリンユナイテッド呉労働組合

三 原 今治造船労働組合広島支部
尾 道 カナデビア労働組合向島地区
尾 道 横浜ゴム労働組合尾道支部
福 山 福山市職員労働組合連合会
福 山 テラル労働組合
福 山 中電工労組福山分会
府 中 神石高原町職員労働組合
広 島 西 コベルコ建機労働組合
広 島 西 ダイハツ広島販売労働組合
広 島 西 スズキ販売労働組合自販広島支部
西 条 三井金属竹原製煉所労働組合
西 条 東邦亜鉛労働組合契島支部
西 条 東プレ労働組合広島支部
鋼 管 町 ＪＦＥスチール福山労働組合
鋼 管 町 ＪＦＥウエストテクノロジー労働組合
山 口 山口市職員労働組合
山 口 ヤマト運輸労働組合山口支部
岩 国 中国電力労働組合柳井発電所支部
岩 国 池田興業岩国労働組合
下 松 高山石油ガス労働組合
徳 山 東ソー労働組合南陽支部
徳 山 トクヤマ労働組合
徳 山 レゾナック労働組合徳山支部
防 府 マツダ労働組合山口県本部
防 府 ヒロタニ労働組合防府支部
宇 部 チタン工業労働組合
宇 部 宇部中央病院労働組合
宇 部 ＵＢＥ労働組合宇部支部
小 野 田 中電プラント労働組合西部火力支部
下 関 神戸製鋼所労働組合長府支部
下 関 丸一ステンレス鋼管労働組合

萩 私鉄中国地方労働組合防長交通支部萩分会

営業店 推進委員会名
大 竹 大竹支店推進委員会
広 島 西 広島西支店推進委員会
西 条 西条支店推進委員会
下 松 下松支店推進委員会
徳 山 徳山支店推進委員会
防 府 防府支店推進委員会
下 関 下関支店推進委員会

―　ろうきん友の会部門　―

営業店 会員名
広 島 東 広島東地区ろうきん友の会

営業店 会員名
西 条 東広島竹原地区ろうきん友の会

個人預金会員増加率（前年度末の預金残高からの増加率） 公的年金受給口座指定者数増加率（前年度末の口座指定者数割合の増加率）
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